
第一号議案

2021年度   事 業 報 告 書

1事業の成果

(1)フアシリテーター養成講座
・ 障害平等研修(DET)フ アシリテーター養成(登録コース):国内:8月 7日～12月 18日 :修了

者 12名。オンラインでの実施。日本財団助成事業。
・ 国際 DETフアシリテーター養成(UNESCO委託事業 :中東 4か国):7月 29日～¬1月 22

日:10名が修了(ヨルダン、レバノン、シリア、パレスチナ)。

(2)障害平等研修の実施
・ 自治体や企業等向けの実施 :合計29回 (オンライン23回、対面6回。フォーラム受託実施のみ

の数。個々のフアシリテーターが受託・実施しているものは含まない)。

・ 実施対象 :

オンライン:東京都「障害及び障害者理解研修」プログラム(全 5回 )、 埼玉県ふじみ野市、
Toyota Woven City、 世界宗教者平和会議(WCRP)日本委員会青年部会、中央大学他。

対面 :東京家政大学 2回、千葉市役所 2回、大宮図書館、世田谷区役所。
・ オンライン版は日本財団助成事業を含む。

(3)フアシリテーターフォローアップ研修
・ フアシリテーター向けオンライン版DE丁実施研修:2回 (8月 7日、コ¬月14日 ):参加者34名
・ 日本財団助成事業

(4)ファシリテーター認定制度
・ 認定審査3名 ;認定(A)2名 、認定(B)¬ 名。

(5)障害平等研修教材等の開発
・ 動画教材(I am you及び場面別(9):英語版[吹替、字幕]、 多言語版[字幕 :スペイン、フランス、

ロシア、中国、アラビア、タイ、マレーシア、クメール、ウルドウー、ミャンマー])。

・ フアシリテーター養成講座関連資料・教材 (ワ ークブック他):英語、アラビア語
・ バンフレツト (日本語):4頁版
・ 日本財団助成事業、UNESCO委託事業、他

(6)ウェプサイトの制作
・ 国内版・国際版双方の適宜アップデート。

(7)障害分野の国際協力への寄与
・ 上記国際フアシリテーター養成講座を実施。
・ 各国で利用できるよう教材の多言語化。
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定款に記載
された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

(1)障害平等

研修の国内外
での発展及び

普及のための

事業

。フアシリテーター養成講

座
・障害平等研修フアシリテ
ーターになることを希望

する障害当事者を対象に

した研修の実施。
・国内及び国際。

2021
年 7月
～12月

国内・国

際 :オン

ライン
¬0 障害者

国内:12

名

国際:10

名

5,995

。障害平等研修の実施
。自治体、企業、教育機

関、障害者支援団体、社

会一般を対象に障害平等

研修を実施。

2021
年 4月

2022
年 3月 :

29回

全 国 お

よびオン

ライン
31

自治体

職員、一

般、等

506名

・フアシリテーターフォロ
ーアツプ研修の実施

2021
年 8～
11月

オンライ

ン
4

フアシ

テータ

リ
34名

・認定制度の運営 通年 4
フアシリ
テーター

3名

(2)障害平等

研修に関する

資源開発

・動画教材、フアシリテー

ター養成講座関連資料・

教材の多言語化

2021
年 4月

2022
年 3月

東京 6

海外の

フアシリ

テーター

および

養成講

座受講

者

400名
以上

1,550

・ウェプサイトの制作 通年 東京 2 一般
不 特 定

多数

(3)障害分野
の国際協カヘ

の寄与

・各国の DETフォーラム

および DE丁 フアシリテ

ーター支援、および、連絡

調整等のハブ機能。

通年 東京
3

38カ国
の DE丁
フアシリ

テーター

400名
以上

300

2事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【7,845】千円)

以上



塗 圭当 L__

事業報告書用

NPO法人障害平等研修フォーラム令和 3年度活動計算書
[税込]    (単 位 :円 )

________________自 _二範Ш_3生 4日_■日__至_全菫L」ヨ三■日31日

そ会責 115,000

シ |

ア
~ 676 000

4 225 507

【経常収益】

【経常費用】

Zヽ

そ

【事 業 費】

そ の 費

【管 理 費】

【経常収益   計】 10,540,546

の

[事業費 計] 7,845,801

給料 手当(事業) 0
法定福利費(事業) 0

D 24 00
480 0

4 74

0
4

¬326
0

352 881

159 400
0

32 ]51
7 2

110 400

0
ｎ
〉

[管理費 計] 0

【経常費用 計】 7,845,801

当期経常増減額 2,694,745

件 詈計 C

:議 詈 〔

:人穂 、住 民穂 及び 事業税 〔

〔[  費



全事業所

事業報告書用

NPO法人障害平等研修 フォー ラム令和 3年度活動計算書

[税込]    (単 位:円 )

自 令和 3年 4月 1日  至 令和 4年 3月 31日
輛弾下収翻

【経常外費用】

経皇墾虫墨L土

経皇墾重圧L証

野圃孫財画罰願 2,694,745
:ク
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「
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書式第 15号 (法第28条関係)

2021年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人   障害平等研修フォーラム

令   箱 ロ田

量 産 の 部

.鵬責産

現金

預金

未収金

前払金

89,593
7,069,628

0

0

産 合 7.159.22:

固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

借地権

(3)投資その他の資産
敷金

長期貸付金

:産合計  ・・・ ②

2

【A】 資 産 合 計 ①+② 7.159.221

2

1

B-1

未払金

預 り金

長期借入金

退職給付引当金

4,464,476
2.694.745

B-2 正 の

正

正

7.159.22:

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 7,159,221

■■口田■FR■■■

||IFヨ■」IEIIL』 |||||||||||||||||||

】

、1

…

■【,E【,■■■■■■■■■■■

、印

一ョ
〓



書式 16 法 28条

2021年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人障害平等研修フォーラム

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正絆0法人会計基準協議会)

によっています。

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込み方式によっています。

2.事 業別損益の状況

円 )

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

特にありません。

ｎ
０

科 目
障害平等研修の国内
外での発展及び普及
のための  事業

障害平等研修に関す
る資源開発  事業

障がい分野の国際協
力への寄与事業

事業部門計 管理部門 合計

4,780,000
5,627,507

0

0

0

4,780,000
5,627,507

0

133,000

39

0

133,000
0

4,780,000
5,627,507

39

10,407.507 10,407,507 133,039 10,540,546

4,749,563
720,000

0

0

78,486

224,621

1,326,065
352,881

0

159,400
0

32,151
73,820

18,414

110,400

4,749,563
720,000

0

0

78,486

224,621

1,326,065
352,881

0

159,400
0

32,151
73,820

18,414

110,400
0

4,749,563
720,000

0

0

78,486

224,621
1,326,065

352,881
0

159,400
0

32,151
73,820

18,414

110,400
0

7,845,801 7,845,801 7,845,801
7,845,801 7,845,801

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
法定福利費

人件費計
(2)そ の他経費

研修関連謝金
業務委託
印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
教材費
消耗品費
修繕費
賃借料
保険料
租税公課
支払手数料
雑費
情報保障費
事業税

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 2,694,745



4 使途等が制約 された寄付金等の内訳

当法人の正味財産は2,694,745円 です。使途が特定されたものはありません。

固定資産の増減内訳

当法人の固定資産はありません。 したがって増減もありません。

借入金の増減内訳

当法人は借入金はありません。 したがって増減 もありません。

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者との取引はありません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要
な事項

特にありません。

一
Э

6

8



書式第 17号 (法第 28条関係)

2021年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非■利活動嵐人 暉害平●研修フォーラム

日

89,593
1.867.995
1.858.458

3.043.175
7.159.221

未 収 金

ゆ

ゆ

ＵＦ

瞼
金
通
座
通

鋳
翼
普
当
普

現

うちょ入金用口座 )

うちょネットロ座 )

J入 金用口座 )

7.150221

什器備品

(1)有
"固

定貴重
車両運搬具

(2)摯
“

口定資庫
ンフ トウェア

(3)曖■その0の■晨

敷金

■

【A】 費 産 合 計 ①+② 7. 159.221

の

未払金

預 り金

長期借入金

退職給付引当全

【:

ロ

【B-1】 負 ● 合 計 ③+④

7.159.221【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

“

ヨ‐ ‐ ■口田□ ■|1辟ヨ ■11■

||1日■ ヨ【』|IL
1,1「

II,1
.I■lT                               ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

了 ■■■■■■‖■■■■■■■■■■■輌]

■■ .コロ|_

■717■11■■
=【

■■■■■■■■■■■巨〕
りE]I_                           ■■■■■■■■

その他流勁賢産

:置』ロ

111.1



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2021年度年間役員名簿 〈前事業年度において投員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利三塾法人 饉豊王笠Ш修フォーフム

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

図以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

図各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)

1 饉E)・ 監事
クノ

久野

ケンジ

研

2021年 4月 1日

2022年 3月 31日

年

年

月   日

月   日

2 0・ 監事

オクヒラ マサコ

奥平 真砂子

2021年 4月 1日

2022‐年3月 31日

年  月  日

年.   月   日

3 0・ 監事

クスメ マサヒロ

楠 目 昌弘

2021年 4月 1日

2022‐年3月 31日

年   月 日

日年   月

4 〇 ・監事

ナガセ オサム

長瀬 修

202“■4月 1日

2022年 3月 31日

年 月

月

日

日年

5 C髪テ監事
タニウチ タカユキ

谷内 孝行

202“千4月 1日

2022年 3月 31日

年 月

月

日

年 日

6 C讐ン監事
アゼモ ト アヤ ミ

畝本 彩美

2021年 4月 1日

2022年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

7
⌒

理事・筵菫′

スギウラ ヨシカズ

(イ ケハラヨシハズ)

杉浦 毅和

(池原 毅和 )

2021年 4月 1日

2022年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

年・   月   日

午:   月   日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿
2022年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 障害平等研修フォーラム

氏    名

1 久野 研二

2 奥平 真砂子

3 石川 明代

4 早川 秀昭

5 長瀬 修

6 上野 優一

7
楠 目 昌弘

8
江成 奈奈代

9 小泉 暁美

10 渡部 哲雄

11
新井 寛

12


